
事後評価シート
コード 事務事業名 所管部課

事務事業の目的 事業の区分

実施内容、実施方法 根拠法令等

（ ）

活動指標名 活動指標の考え方（定義）

① ①

② ②

成果指標名 成果指標の考え方(定義）
1次 1次

1次 1次

2次 2次

事業費(A)

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

総コスト(D)=(A)+(C)

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

歳入

7-1-1 子ども総合支援事業 児童青少年部子育て支援課

事
務
事
業
の
概
要

児童虐待を含む子どもと子育て家庭に関するあらゆる相談に応じ、適切かつ
具体的な支援を提供するとともに、西東京市における子ども家庭支援の拠点と
して総合的な支援ネットワークを構築する。

子ども家庭支援センターにおいて、ケースマネージメント手法により、子どもと家庭
に関するあらゆる相談に応じる。保護者、子ども自身からの相談にも応じる。

児童福祉法
児童虐待防止法

事業開始時期

評
価
指
標
の
設
定

相談受付件数 市民からの相談受付件数

活動延べ数 相談を受けて、関係機関と連携をした活動延べ数

ケース会議 ３団体以上で行われたケース会議数

相談終結率 相談を受けて、問題終結したケースの割合

事
務
事
業
デ
ー
タ

単位 15年度 16年度 17年度 18年度

千円

13,944 7,067 5,660 8,154

345 272

4,796 6,797 6,836 6,792

1,090

3

9,148 270 -1,521

30,215

3

千円 24,819 24,984 24,555 24,555

人 3 3

32,709

①＋② 千円 98 73 46 #DIV/0!

千円 38,763 32,051

千円 0 0 0 0

活動指標①
目標値 750

実績値 件 394 437 654

活動指標②
目標値

実績値 人

1次成果指標①
目標値 3,000

実績値 件 1,495 2,725 2,832

1次成果指標②
目標値 40

実績値 回 11 38 36

2次成果指標
目標値 70

実績値 ％ 74.4 70.3 74.3

事
業
環
境

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

東京都からは、児童虐待に対する機能ほかを含む「先駆型子ども家庭支援セ
ンター」（虐待対応を含む）への移行を強く求められている。

26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

先駆型センターへの移行状況 …(26市中12市が先駆型に移行)西東京市は
未実施。

運営上の制約条件・
外部要因等

17年度一般財源のマイナスについては、人件費に都支出金が充当されてい
るため、コストをダブルカウントしないために調整した結果である。

実施形態平成 15 年度 直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目
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【事業所管部評価】
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5
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4
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2

44

評価結果

7-1-1 子ども総合支援事業 児童青少年部子育て支援課

検証項目 選択基準 選択理由、特記事項等

１
目
的
・
目
標

の
適
切
さ

①目的の妥
当性

子どもと家庭に関する
あらゆる相談に応じ
る。特に子どもへの虐
待問題などに適切に
対応し、児童の健全
育成を図る必要があ
る

②目標の妥
当性

③緊急性

新規相談が年毎に
増加しており、かつ
相談内容も重篤化
している。従って相
談体制の充実が求
められている。

②規模・方
法の妥当性

③公平性

２
市
が
関
与
す

る
必
要
性

①法的義務
性

児童福祉法、児童虐
待防止法の改正によ
り、児童相談に応じる
ことが区市町村の責
務となり、その取り組
みが求められている

②必要性

③民間との
役割分担

行革本部
評価

18年度
における
改善点

４
実
施
手
段
の

適
切
さ

①有効性

二次評価

②効率性

③独自性

　相談件数が毎年増加してきており、これは本事業が市民に周知されてきたことでもある。しかし相談内容は
重篤化傾向が強まり、その解決のために相談体制の充実化が望まれる。今年度は４月に相談員を１名増員し
た。その結果相談の解決に向けてより一層積極的に取り組んで行きたい。
　子ども家庭支援センターの事業内容については、相談業務に主軸を置き、啓発事業等については今年度
立ち上げした、地域子育て支援センターとの連携及び社会福祉協議会や公民館等で行われる子育て講座
等の後方支援として関わる。

・ 東京都から、児童虐待に対する機能他を含む「先駆型子ども家庭支援センター」へ
の移行を強く求められているが、実質、現在も児童虐待に関する対応は行っており、
正式には19年度には移行する予定であるとのことであった。
・ この種の相談は、このところ大幅に増加傾向にあり大変重要な施策であろうと考え
る。今後もさらに増加し、さらには、相談内容も重篤化することが予測されることから、
相談機能の充実、相談員の増員は避けることが出来ない課題であろうと考える。
・ 今後は庁内のみならず、民間を含めた関係機関と積極的に情報交換を行ったり、連
携を密にするような仕組みづくりが必要になってくる。問題解決に向けて積極的な対
応が求められる。

合　計

総
合
評
価

関係部署を統合し
た組織への改変が
有効である。

３
内
容
の
適
切

さ

①ニーズ

判断理由、説明等

相談内容は虐待をはじめ、重症かつ困難事例が増えてきており、その支援のために関係機
関とネットワークの構築を図り児童の健全育成を図る。今後は民間も含め、あらゆる構成員
に児童福祉法上の守秘義務を課すとともに、関係機関に対して情報提供等協力を求めるこ
とができる「要保護児童対策地域協議会」を設置し、広範囲な支援体制に取り組む必要が
ある。また児童相談所とは役割分担を明確にし、連携協力体制のもと、要保護児童の支援
を行うことが求められている。

二次評価記載のとおり、今後は民間も含めた関係機関との情報交換や密な連携が必
要である。
よって、今後ともより積極的・迅速的に多くの課題に対応し、児童の健全育成に向けて
取り組まれたい。
また、庁内においても、児童相談所等における事業との分担を明確にし、連携協力体
制の強化に努める必要がある。

５　上位施策と目的が合致しており、施策に対する貢献度は他の事業と比較して著しく高い

５　国・都の基準や他都市の水準を参考にしながら目標を定量的に設定している

５　財政難の中、他の事務事業を休止してでも優先して実施する必要がある

５　法律で実施することが義務づけられている

２　豊かな市民生活の形成に寄与するサービスである

４　他に同種・類似サービスを提供しているのは、他の公共団体のみである

２　市民（庁内）ニーズが推測でき、推測に見合ったサービスであることを説明できる

４　事業規模や方法は、対象者等の具体的なニーズに基づき数年おきに見直している

４　直接の対象は、特定属性の広く一般の不特定多数の市民または団体である

４　現在、質・水準の改善に取り組んでおり、成果の向上が期待できる

２　市直営の中で具体的な計画や目標等に基づきコスト低減に取り組んでいる

２　庁内に同種の目的を有する（類似・重複を含む）他の事務事業がある

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止


